
          

        資料３  

          

    

精神障害の労災認定に関する諸外国の状況等 

 

 

１ 精神障害の労災認定に関する諸外国の状況 

（令和２年度業務上疾病に関する医学的知見の収集に係る調査研究（精神障

害）報告書、p90-93） 

 ※ 「独立行政法人労働政策研究・研修機構 労働政策研究報告書 No.205 

労災補償保険制度の比較法的研究」の内容等を取りまとめたもの 

 

 

２ 職業性ストレスについての枠組み合意 

Framework agreement on work-related stress、2004 

 

 

３ 心理社会的リスクマネジメント欧州枠組み 

Psychosocial Risk Management - European Framework：PRIMA-EF 

Guidance on the European Framework for Psychosocial Risk Management、 

2008 
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4. 参考資料 

4.1 諸外国の労災補償（保険）制度について25 

参考資料として、諸外国（イギリス、フランス、ドイツ、アメリカ）の労災保険法のうち、業務上の疾病の概要および精神障害に関する記載について、特に療

養、休業補償の在り方、期間等について取りまとめ、整理した。 

4.1.1 イギリス 

概要 精神障害について 休業補償等、期間等 

イギリスでは、1897 年労働者災害補償法の制定により、使用

者の過失の有無を問わずに被災者もしくはその遺族に対して

災害補償をなす制度（労災補償制度）が導入されている。 

労災保険の対象となる保険事故は、労働災害（業務災害）お

よび指定疾病（指定職業病）であるが、指定疾病（職業病）に

罹患した場合、一定の要件のもとで疾病が補償の対象とされて

いる。経験則および医学の専門的知識からして特定の業務につ

いての典型的な危険として認められている特定の「疾病リス

ト」を作成しており、そのリストに記載されている疾病のみが

補償の対象となる。 

被用者が指定疾病に罹ったとして労災保険給付を請求する

場合、要件は①被用者が指定疾病に罹ったこと、②被用者の業

務が指定疾病の原因業務として定められている業務に属して

いること、③被用者の当該疾病が、指定疾病の原因業務として

定められている業務に従事したことで生じたものであること

の 3 つである。 

イギリスでは限定列挙方式を採用しており、

指定疾病規則の別表に記載されていない疾病に

ついては、業務災害とは認められていない。精神

障害は指定疾病となっていない。もっとも、事故

による身体的負傷により精神障害に罹った場合

には、補償対象となり得る。業務災害と認定され

るためには、被用者について、①人身傷害（a 

personal injury）が生じたこと、②人身傷害が事故

（特定の出来事または一連の出来事）によって

生じた（caused by an accident）ものであること、

③事故が「業務に起因して」、かつ「業務の遂行

過程で」生じた（arising out of and in the course of 

employment）ものであることが必要となる。すな

わち、発生の蓋然性を考慮してその事故がその

傷害を引き起こしたこと（事故と人身傷害との

因果関係）を立証しなければならない。 

労 災 保 険 給 付 と し て は 、 障 害 年 金

（disablement pension と 2 つの手当〔constant 

attendance allowance〕と特別重度障害手当

〔exceptionally severe disablement allowance〕）が

存在するのみである。 

労災保険給付と一般の社会保障給付は支給

調整される。身体・精神の機能喪失によって具

体的な稼働収入に影響がない場合、14%以上の

障害が残ればその障害の程度に応じ、傷害もし

くは疾病の日から数えて 90 日経過後から障害

年金が支払われる。 

                                                   
25 独立行政法人労働政策研究・研修機構 労働政策研究報告書 No.205 労災補償保険制度の比較法的研究 https://www.jil.go.jp/institute/reports/2020/0205.html（2021 年 3 月閲覧） 
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4.1.2 フランス 

概要 精神障害について 休業補償等、期間等 

フランスの労災保険制度は、適用対象者や運

営主体の異なる複数の制度から成り立ってお

り、民間労働者の大部分が加入する一般制度

（régime général）の労災保険制度の他、農業部

門の労働者・自営業者をそれぞれ対象とする労

災保険制度や、特定の産業部門・企業の労働者

をそれぞれ対象とする特別制度（ régimes 

spéciaux）の労災保険制度がある。※このうち

一般制度の一部門としての労災保険制度を整

理対象とする。 

労災給付の対象となる保険事故には、（固有

の意味の）労働災害、職業病および通勤災害の

3 つがあるが、職業病については、当該疾病が

職業病表に掲載されていない限り、保険給付の

対象とはならないのが原則である。被災労働者

等が、職業病表に掲載された疾病の 1 つに罹患

したことと、当該表に記載された諸条件（当該

疾病を惹起する可能性がある労働の 1 つに従

事したこと、最初の診断が所定の期間内になさ

れたこと等）の充足を立証した場合には、当該

疾病は職業病であることが推定される。また、

例外として、被災労働者の労働と疾病との因果

関係を個別に審査する個別鑑定の仕組みも存

在している。 

2020 年 6 月現在、精神疾患は、職業病表には一切掲載されていない。従っ

て、精神疾患に罹患した被災者等が職業病に対する保険給付を受けるために

は、個別鑑定の手続によって職業病の認定を受ける必要がある。なお、精神

疾患の発症をもたらした出来事が「災害（accident）」に該当すると認められ

る場合には、（固有の意味の）労働災害の被災者等として保険給付を受けるこ

とができる。精神疾患を職業病リストに追加することはこれまで幾度か検討

されてきたが、実現には至っていない。その背景には、職業病であることの

推定という効果の発生を認めるための基準を設定すること（特に、当該精神

疾患を惹起する可能性が類型的に高い労働の種類を特定すること）が困難で

あるという事情があることが指摘されている。 

他方で、フランスでは近年、個別鑑定による精神疾患の職業病認定を推進

する政策が展開されている。例えば、2015 年には、社会保障法典 L.461-1 条

の改正によって、「精神疾患は、本条 4 段および 5 段（筆者注：現在の 6 段

および 7 段）に定められた条件のもとで、職業病と認定されうる。」との一

文が追加され（同条 8 段）、精神疾患が個別鑑定の手続によって職業病と認

定される可能性があることが法律上明記された。また、すでに見たように、

個別鑑定を行う地域圏職業病認定委員会は 3 名の医師によって構成される

が、2016 年には、精神疾患の個別鑑定を行う場合には、このうちの 1 名とし

て精神科を専門とする医師を関与させることを認めるとともに、必要な場合

にその都度、精神科を専門とする医師の意見を求めることを可能とするデク

レの改正が行われた（社会保障法典 D.461-27 条）。 

これらの法令の改正は、精神疾患に罹患した労働者又はその遺族が、個別

鑑定による職業病認定によって労災保険給付を受けることができる範囲を

拡大することを目指すものであったが、実際にも、精神疾患に係る労災申請

の件数および認定件数は近年著しく増加している。 

休業補償（社会保障法典 L.433-

1 条以下）は、休業 2 日目から治

癒、症状固定又は死亡まで支給さ

れる。 

支給金額は、休業 28 日目までは

1 日あたりの賃金（月払いの場合

は前月の賃金を 30.24 で除したも

の）の 60%、29 日目以後は 80%で

ある。算定基礎となる 1 日あたり

の賃金の額には、社会保障年間賦

課限度額の 0.834%という上限が

設定されている。 
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4.1.3 ドイツ 

概要 精神障害について 休業補償等、期間等 

ドイツの労災保険制度の本来の目的は、従属労働と関連

した労働災害又は職業疾病の発生によって、労働者にとっ

て経済的な存立の基礎となる就労能力（Arbeitsfähigkeit）

が害され、あるいは失われることのリスクから、労働者お

よびその家族を保護することにある。 

労災保険の対象となる保険事故は、労働災害、職業疾病

および通勤災害である。職業疾病については、職業疾病規

則（BKV）において掲載される疾病が、職業疾病

（Berufskrankeiheit）として認められ得る（社会法典第Ⅶ

編 9 条）。ある疾病が職業疾病規則に掲載されるためには、

一定の人的グループがある保険対象活動を行うことで、他

の一般人よりも相当に高い程度で特別の作用に晒される

ことによって、当該疾病が惹起されるという関係が、医学

上の知見に基づいて認められることが要件となる（社会法

典第Ⅶ編 9 条 1 項）。 

⾧時間労働等による脳・心臓疾患や、過重労働・い

じめ・ハラスメント等を原因とする心理的負担によ

る精神障害への罹患は、2020 年 3 月の現時点では、

職業疾病規則には掲載されていない。 
ただし、労働災害（業務中の突発的に生じた事案に

よるもの）と認定された場合には、補償の対象となり

得ることも考えられる。このようなケースは、銀行員

が銀行強盗に人質に取られた経験や、あるいは労働

者が職務中に同僚の死亡等の重大な事故を目撃した

経験から、心的外傷後ストレス障害を発症したケー

スが典型的であるが、裁判例で、人事面談

（Personalgespräch）の際に、従来の役職を解かれ賃金

を減額されるとともに、解雇もほのめかされた労働

者が、自身が“期待外れ（Versager）”の烙印を押され

たことに強い精神的なショックを受け、自殺した事

案において、自殺が労働災害にあたることが認めら

れている。 

被災者手当金（Verletztengeld）は、医師によ

り就労不能が確認された日、又はそれによって

全日にわたって稼得活動を行うことができな

くなる治療上の措置が始まった日に支給が開

始され、就労不能であった日の最後の日、又は

治療上の措置により全日にわたり稼得活動が

阻害されていた日の最後の日に終了する。 

被災者手当金の額は、通常の賃金の 80％で、

一定の場合を除き、支給は 78 週で打ち切られ

る26。労災保険等の社会保険受給者には快復

（社会参加能力の獲得・回復）のための協力義

務が課されており、履行しなければ、合理的な

理由がない限り、保険給付が拒否／停止され得

る。協力義務には、①正確な事実の申告、②医

学／心理学的検査の受検、③受診と治療、④部

分的な労働参加等が含まれる27。 

 

                                                   
26 厚生労働省 2019 年 海外情勢報告 https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kaigai/20/ （2021 年 3 月閲覧） 
27 三柴丈典（2021）第 27 回日本産業精神保健学会 シンポジウム「仕事を原因とした精神疾患の発症により労災認定を受けた長期療養者に対する治療と社会復帰支援」での発表内容 
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4.1.4 アメリカ 

概要 精神障害について 休業補償等、期間等 

保険会社や州基金が使用者の保険料率を決定

するにあたっては、各州が設立する独自の料率

決定機関（9 州において設立）又は NCCI（全国

補 償 保 険 協 議 会 ： National Council on 

Compensation Insurance。500 以上の保険会社や州

政府基金からなり、州独自の料率決定機関と協

働している）の設定する 600 以上の職業分類ご

との基本保険料率をベースに、経験料率やメリ

ット料率等を用いて行うのが一般的である。 

疾病のリスト化はしておらず、「使用者の事業

の性格により、かつそれに特有の原因および状

態に起因する傷病」が職業病として補償の対象

となる。 

⾧時間労働等による脳・心臓疾患や、過重労働・

いじめ・ハラスメント等を原因とする心理的負担

による精神障害への罹患は、職業病ではなく業務

災害として扱われる。その他リスト化をしている

州、混合システムを採用している州もある。 
業務災害は、雇用の過程において、雇用から生

じた人身傷害に対し補償が行われる。精神疾患と

加齢に伴う人身傷害については、雇用が「有意に」

寄与し、増悪させ、あるいは症状を加速させたこ

とが補償の要件となる。さらに、精神疾患の場合

は、雇用に係る「実際の出来事」から発生したこ

と、当該出来事に対する感覚が事実と現実に即し

て合理的であることが必要である。 
被用者の自殺について、多くの裁判所では、雇

用関連の外傷（身体的・精神的）が精神錯乱を引

き起こし、自制を失い自殺に至ったことが認めら

れる場合には、故意による結果の発生ではないと

して、補償の対象とするようになってきている。 

すべての州法において、被用者に、雇用関連の傷病につ

いて療養補償を受ける権利を認めている。被用者が受ける

ことができる療養は、合理的に必要なすべての治療をいい、

医療リハビリテーションも含む。また、移送の費用も含ま

れる場合がある。補聴器、眼鏡、車椅子等の物品についても

一般的に補償の対象となる。ほぼすべての州で、補償の額

や期間について上限を設けていない。 

また、労働不能補償（disability benefits）は、雇用関連の傷

病が原因で賃金喪失（あるいは賃金稼得能力の喪失）を被

った被用者に対する金銭補償である。多くの州では、被災

被用者について、軽微な傷病を除外するための待期（州に

より異なるが、3～7 日である。労働不能が一定程度継続し

た場合、さかのぼって同期間の補償支払義務が発生する）

の後、療養を受け労働不能の状態が継続している場合、ま

ずは「一時」（temporary）労働不能として扱われ、一時的労

働不能補償の支払を受ける。一時労働不能補償の額は、多

くの州で、「（平均週給－人身傷害後週給）×2/3」である。我

が国の労災保険法の休業補償給付に相当するといってよ

い。人身傷害後に賃金を全く受けていない場合には「完全」

（total）労働不能、一部受けている場合には「部分的」

（partial）労働不能と呼ばれる。一時労働不能補償は症状固

定の時点まで支払われる。 
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work-relatedstress

1. Introduction 

Work-related stress has been identified at international, European and national levels as a  concern for both
employers and workers. Having identified the need for specific joint action on this issue and anticipating a
Commission consultation on stress, the European social partners included this issue in the work programme of
the social dialogue 2003-2005.

Stress can potentially affect any workplace and any worker, irrespective of the size of the company, field of
activity, or form of employment contract or relationship. In practice, not all work places and not all workers are
necessarily affected. 

Tackling stress at work can lead to greater efficiency and improved occupational health and safety, with
consequent economic and social benefits for companies, workers and society as a whole. Diversity of the
workforce is an important consideration when tackling problems of work-related stress.

2. Aim 

The aim of the present agreement is to increase the awareness and understanding of employers, workers and
their representatives of work-related stress, draw their attention to signs that could indicate problems of work-
related stress.

The objective of this agreement is to provide employers and workers with a framework to identify and prevent
or manage problems of work-related stress. It is not about attaching blame to the individual for stress. 

Recognising that harassment and violence at the work place are potential work-related stressors but that the
EU social partners, in the work programme of the social dialogue 2003-2005, will explore the possibility of
negotiating a specific agreement on these issues, this agreement does not deal with violence, harassment and
post-traumatic stress.

3. Description of stress and work-related stress

Stress is a state, which is accompanied by physical, psychological or social complaints or dysfunctions and
which results from individuals feeling unable to bridge a gap with the requirements or expectations placed
on them.

The individual is well adapted to cope with short-term exposure to pressure, which can be considered as
positive, but has greater difficulty in coping with prolonged exposure to intensive pressure. Moreover, different
individuals can react differently to similar situations and the same individual can react differently to similar
situations at different times of his/her life.

Stress is not a disease but prolonged exposure to it may reduce effectiveness at work and may cause ill health. 

Stress originating outside the working environment can lead to changes in behaviour and reduced effectiveness
at work. All manifestations of stress at work cannot be considered as work-related stress. Work-related
stress can be caused by different factors such as work content, work organisation, work environment, poor
communication, etc. 

4. Identifying problems of work-related stress 

Given the complexity of the stress phenomenon, this agreement does not intend to provide an exhaustive
list of potential stress indicators. However, high absenteeism or staff turnover, frequent interpersonal conflicts
or complaints by workers are some of the signs that may indicate a problem of work-related stress.

Accord-cadres STRESS.qxd  28/09/04  11:49  Page 2
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Identifying whether there is a problem of work-related stress can involve an analysis of factors such as work
organisation and processes (working time arrangements, degree of autonomy, match between workers skills and
job requirements, workload, etc.), working conditions and environment (exposure to abusive behaviour, noise,
heat, dangerous substances, etc.), communication (uncertainty about what is expected at work, employment
prospects, or forthcoming change, etc.) and subjective factors (emotional and social pressures, feeling unable
to cope, perceived lack of support, etc.). 

If a problem of work-related stress is identified, action must be taken to prevent, eliminate or reduce it. The
responsibility for determining the appropriate measures rests with the employer. These measures will be carried
out with the participation and collaboration of workers and/or their representatives.

5. Responsibilities of employers and workers 

Under framework directive 89/391, all employers have a legal obligation to protect the occupational safety
and health of workers. This duty also applies to  problems of work-related stress in so far as they entail a risk
to health and safety. All workers have a general duty to comply with protective measures determined by the
employer. 

Addressing problems of work-related stress may be carried out within an overall process of risk assessment,
through a separate stress policy and/or by specific measures targeted at identified stress factors. 

6. Preventing, eliminating or reducing problems of work-related stress 

Preventing, eliminating or reducing problems of work-related stress can include various measures. These
measures can be collective, individual or both. They can be introduced in the form of specific measures targeted
at identified stress factors or as part of an integrated stress policy encompassing both preventive and responsive
measures.

Where the required expertise inside the work place is insufficient, competent external expertise can be called
upon, in accordance with European and national legislation, collective agreements and practices. 

Once in place, anti-stress measures should be regularly reviewed to assess their effectiveness, if they are making
optimum use of resources, and are still appropriate or necessary. 

Such measures could include, for example:

� management and communication measures such as clarifying the company’s objectives and the role of
individual workers, ensuring adequate management support for individuals and teams, matching responsibility
and control over work, improving work organisation and processes, working conditions and environment, 

� training managers and workers to raise awareness and understanding of stress, its possible causes and how
to deal with it, and/or to adapt to change, 

� provision of information to and consultation with workers and/or their representatives in accordance with EU
and national legislation, collective agreements and practices.

7. Implementation and follow-up 

In the context of article 139 of the Treaty, this voluntary European framework agreement commits the
members of UNICE/UEAPME, CEEP and ETUC (and the liaison committee EUROCADRES/CEC) to implement it
in accordance with the procedures and practices specific to management and labour in the Member States
and in the countries of the European Economic Area.
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The signatory parties also invite their member organisations in candidate countries to implement this agreement.

The implementation of this agreement will be carried out within three years after the date of signature of this
agreement.

Member organisations will report on the implementation of this agreement to the Social Dialogue Committee.
During the first three years after the date of signature of this agreement, the Social Dialogue Committee will
prepare a yearly table summarising the on-going implementation of the agreement. A full report on the imple-
mentation actions taken will be prepared by the Social Dialogue Committee during the fourth year.

The signatory parties shall evaluate and review the agreement any time after the five years following the date
of signature, if requested by one of them.

In case of questions on the content of this agreement, member organisations involved can jointly or separately
refer to the signatory parties, who will jointly or separately reply.

When implementing this agreement, the members of the signatory parties avoid unnecessary burdens on SME.

Implementation of this agreement does not constitute valid grounds to reduce the general level of protection
afforded to workers in the field of this agreement. 

This agreement does not prejudice the right of social partners to conclude, at the appropriate level, including
European level, agreements adapting and/or complementing this agreement in a manner which will take note
of the specific needs of the social partners concerned.

John Monks
General Secretary of the ETUC
(on behalf of the trade union delegation)

Dr. Jürgen Strube Paul Reckinger
President of UNICE President of UEAPME

Rainer Plassmann
General Secretary of CEEP

8 october 2004

EUROPEAN TRADE UNION CONFEDERATION
(ETUC) 

Boulevard du Roi Albert II, 5   
B-1210 Brussels

Tel. +32 2 224 04 11  
http://www.etuc.org

UNION OF INDUSTRIAL AND EMPLOYERS’ 
CONFEDERATIONS OF EUROPE

Av. de Cortenbergh 168
B-1000 Brussels

Tel. +32 2 237.65.11
http://www.unice.org

EUROPEAN ASSOCIATION OF CRAFT 
SMALL AND MEDIUM-SIZED ENTERPRISES

Rue Jacques Lalaing, 4   
B-1040 Bruxelles

Tel. +32 2 230 75 99   
http://www.ueapme.com

EUROPEAN CENTRE OF ENTERPRISES 
WITH PUBLIC PARTICIPATION AND OF

ENTERPRISES OF GENERAL ECONOMIC INTEREST
Rue de la Charité, 15    B-1210 Brussels

Tel. +32 2 219 27 98   
http://www.ceep.org
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